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午後 ３時００分開会 

○矢田委員長 定刻になりました。出席予定の加藤委員がまだ到着しておりませんが、時

間ですので、開始したいと思います。 

 第７回の道州制ビジョン懇談会区割り基本方針検討委員会を開催したいと思います。 

 お忙しい中、お集まりいただきありがとうございました。 

 今日は議事次第を見ていただければと思いますが、５項目が列挙されております。

（１）、（２）、（３）、（４）につきましては、事務局から一括して説明いただきまし

て、（５）につきましては、松原先生のほうから説明いただいて、今日は（５）まで一気

に説明いただくといっても、先ほど時間を聞きましたら、（１）から（４）が10分、

（５）が20分ということで、合わせて30分ぐらいの説明で、多少余裕を持っていただけ

ればと思います。 

 ということで、残りの時間たっぷりあります。十分な議論をやってもなおかつ十分余る

と思いますので、切りのいいところで時間前にやめたらと思いますので、よろしくご協力

ください。 

 それでは、諸外国の広域自治体等について、埼玉県等と他都府県との旅客純流動等につ

いて、「住民が帰属意識を持てるような地理的一体性」について、「経済的・財政的自立

が可能な規模」について、一括して事務局からお願いいたします。 

○杉本内閣参事官 それでは、資料２のほうからご説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、横長の日本及び諸外国の広域自治体の規模につきまして、前回まではこの人口の

部分だけでございましたが、これに面積とＧＤＰを加えさせていただいております。ごら

んいただきますとおわかりのとおり、人口につきましては、だいたい日本と、それから新

しく州制度を入れましたフランス、イタリアというのは、今の都道府県と規模において大

体同じ、連邦制であるドイツ、アメリカと比べて半分くらいというのがイメージでござい

ました。これに対して、面積で見ますと、やはり日本の都道府県はフランス、イタリアに

比べても半分から３分の１ぐらいというような状況でございます。最大の都道府県が結構

大きいのは、これは北海道で別格というような状況でございます。 

 それから、ＧＤＰにつきましては、これは大体人口と横並びで、フランス、イタリアの

新しく州を憲法上位置づけたところとほぼ同格ということが言えるかと思います。もしく

は少し日本のほうが大きいというような状況でございますし、連邦制のドイツ、アメリカ

と比べるとおおむね半分というようなイメージかというふうに思われます。 

 続きまして、資料の３をごらんいただきたいと思います。 

 資料の３は少し先日もごらんいただきましたが、補強をいたしました点についてご説明

を申し上げます。 

 先日来、一番ここで争点になっております、どの地域に属するんだろうかと、よく話題

に出てくる件について材料をさらに集めております。今回は埼玉県につきまして、前回の

資料におきましては、南関東に山梨県が入っておりませんでしたので、これにすべて山梨
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県を南関東に分類して入れているというところでございます。 

 それから、長野県につきまして、南関東との結びつきを見る数値を追加しております。

さらに静岡県を追加しております。 

 これは各委員の先生方のご意見というのが個別にあると思いますけれども、ざっと概観

をいたしますと、留意点としましては、そもそも各都道府県というのは人口的、それから

経済的な格差がありますので、ここにあるように実数の生の数字で見ても、その資料だけ

で地域の結びつきの強さを結論づけるというのはなかなか難しいかなとは思われます。た

だ、傾向は見てとれるというふうに思っております。 

 それで、新しく追加しておりますところとして、７ページ、８ページの長野県をごらん

いただきたいと思いますが、こちらをごらんいただきますと、南関東に東京都が含まれて

いるということもございまして、やはり数字上は南関東との結びつきが強く出ているとい

うことが見られます。 

 南関東から東京都を除きますと、②の貨物純流動、④の居住地移動、⑤の大学・短大進

学先を除きまして、数字上はほぼ拮抗しているのかなというふうに思われます。 

 それから、②の貨物純流動につきましては、南関東から東京を除きますと、中部や北関

東よりも数字が少なくなっているというところでございます。 

 ④の居住地移動ですとか、⑤の大学・短大進学先につきましては、東京都を除いても南

関東との数字が多くなっている、つながりが深いということが言えるかと思われます。 

 それから、新たに追加しました静岡県をごらんいただきますと、９ページ、10ページ

でございますが、①から⑥を通じました大まかな傾向といたしまして、数字上トータルで

は東京都の影響によりまして、南関東との結びつきが強く出ておりますけれども、やはり

愛知県との関係も深くなっている、そういう傾向が読み取れるということかと思われます。 

 一応この資料３につきまして、追加になりましたところをご説明申し上げました。 

 続きまして、資料の４でございますが、これは国土審議会における区割りの議論のとき

に出された資料でございまして、気候と、それから生物多様性保全のための国土区分とい

うのが書かれております。両表を比べていただきますと、やはり気候に相当生物の多様性

のほうも影響を受けているということで、よく似たような区分になっているかと思われま

す。 

 それから、資料の５をごらんいただきたいと思います。 

 これは第28次の地方制度調査会で道州制の区割りの議論がされたとき、それから国土

審、自由民主党の道州制本部での区割りの議論のときに出された資料を抜粋してつけさせ

ていただいております。 

 １ページから３ページは、これは最終的な28次地制調の答申の中にも例として書かれ

ておりましたが、全国を９から13に分けたときの人口ですとか、１人当たりの所得等に

ついて書いたものでございます。 

 それから、４ページからは、それの基礎的な資料になったものがつけられておりまして、
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道州間の均衡とか、それから各道州の自立性についておのおの幾つに区切ったらどうなる

かということが書かれておりますし、また後ろのほうには各道州の社会資本の整備状況に

ついても書かれているところでございます。 

 後ろに出てくる二重丸とか丸とか三角は、ここの凡例にありますような区分によってい

るところで、二重丸となると独立性が高いということが言えるということでございます。 

 例えば、５ページをごらんいただきますと、一番最初、冒頭の１ページの区域例－１に

従った区分で、おのおの税収とか１人当たり所得とか市町村数のほかに、道州間の均衡と

いうことで、各道州の人口について並べてみるとこんな感じになるということ、税収もこ

ういうバランスがありますとか、それから自立性についても右側にある参考２のような傾

向にありますと、こういうようなことが見てとれるわけでございまして、これに対するコ

メントが右上のほうの二重の四角線で囲ってあると、こういうようなことでごらんいただ

ければというふうに思います。 

 この資料が11ページまで続いておりまして、それで次に廃棄物の最終処分の動向がど

うなっているかということで、廃棄物はなかなか各都道府県内だけでは完結しておりませ

んで、ある意味州と思われる区域を越えている例もそれなりにあるというような状況でご

ざいます。 

 それから、13ページ、14ページは求人、完全失業率の状況でございまして、これにつ

いても地域によるばらつきが相当あるという現状でございます。 

 15ページにつきましては、これは区域例７に従った場合の現状における社会資本の整

備状況について、例えば大きな都市がどれぐらいあるかとか、それから第１種、第２種の

空港がどの程度あるか、特定重要港湾が幾つぐらいあるかとか、それから経済団体がどう

所在しているかといったことがこの表で一応一覧できるようなことになっております。ま

た、大学、新聞社の数、テレビのキー局、プロ野球の球団、Ｊリーグのクラブの数といっ

たことも下のほうでわかるようになっているところでございます。 

 16ページ以下は、国土審のほうの区割り検討の際に出された資料でございまして、こ

れも人口ですとか面積ですとかＧＤＰ、大きな規模の都市がどの程度あるか、空港がどれ

ぐらいあるか、港がどれぐらいあるかというのをいろいろなバリエーションで区分をしな

がら中を見ているというものでございますので、ご参考にしていただければというふうに

思います。 

 それから、33ページはブロックごとに見た場合の行政投資とかの区分でございますし、

主要な空港・港湾については34ページに書かれております。 

 それから、高速道路の道路網につきましては35ページに図がございます。道路改良率

については、36ページに書かせていただいております。 

 それから、政策投資銀行がまとめた地域の活性化の区分、これは政策投資銀行としては

こういうような形で地域ごとを区分をしまして、重点的な投資をしていこうと、こういう

ような考え方の一つの例ということでございます。 
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 それから、観光情報誌なんかで見た場合の地域のくくりというのが38ページに書かれ

ております。これは大きく言えば東北とか北海道とか中国、九州、四国、近畿と、こうい

うような区分のほかにも、もう少し細かい区分もたくさんあると、こういうような状況で

ございます。 

 それから、旅行商品なんかをどういうふうに区分しているかといいますと、それが39

ページ、40ページに書かれておりますし、観光資源の分布は41ページに書かさせていた

だいております。そのほか旅行関係の統計が42ページに出ております。全体の県別の旅

行量の推計と観光人口でございます。 

 さらに、自由民主党が出しております４つの区割り案についても43ページ以降につけ

させていただいているところでございます。 

 43ページは基本となっておりますのが、これは太平洋と大西洋を、じゃなくて日本海

を基本的にはどの道州も持つというパターン、これが区割りの１でございまして、区割り

の２はそれを中国、四国を分けていくと、それから中部、東海の分を北陸、東海を分ける

と、こういうような考え方になっているものでございます。それがあと新潟をどこに帰属

させるかといったことなどが次のところで区分が出てくるというような状況でございます。 

 一応私どもの用意させていただいた資料は以上でございます。 

○矢田委員長 ありがとうございました。 

 引き続き松原先生のほうからよろしくお願いします。 

○松原教授 東京大学大学院総合文化研究科の松原宏と申します。 

 ここにお示ししました資料の１なんですけれども、広域地域間における経済的自立性と

住民の帰属意識というタイトルで報告させていただきます。 

 本報告の内容ですけれども、３点、１つは先ほどもご報告ありましたけれども、道州制

の区割り案のケース１、２、３とありましたけれども、その変更によって、人口、あるい

は域内総生産等の広域地域間の格差がどのように変わるかというのをローレンツ曲線及び

ジニ係数を用いて検討して見ております。これが１番目です。 

 ２番目は、今日のテーマであります経済的な自立ということで言いますと、地域間産業

連関表というのが経済産業省によってつくられておりますけれども、それをもとにして、

広域地域間の自給率、あるいは移出入関係といったようなものの変化を分析してみたいと

思います。 

 ３番目は、人口移動、これは住民の帰属意識ともかかわってくるんですけれども、そう

いう人の移動がどうなっているかということと、それからなかなかこの帰属意識に関する

資料ってないんですけれども、私のほうで大分前なんですけれども、ＮＨＫが全国県民意

識調査というのをやっておりまして、それをもとにしたものをちょっと分析したものをお

示ししたいと、住民意識や行動様式、こういったようなものの地域的な特徴を検討してみ

たいと思います。 

 早速１番目なんですけれども、先ほど事務局のほうで資料の５というものを第28次の
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地方制度調査会の中で、区域例というのが資料の５の１ページから３ページまで出されて

おりますけれども、この区域例のいわゆる１が９道州、２が11道州、そして区域例の３

が13道州ですけれども、その区域例によって、これは１つの考え方はいろいろあるかと

思いますけれども、地域間の格差がより少ない、そういうような組み合わせといいますか、

区割りというのがどういうものかというのをいわゆる先ほどの説明、中盤あたりもありま

したけれども、そうではなくて１つの指標ではっきりさせるといったようなことを考える

と、ローレンツ曲線で45度線、対角線から離れていれば格差が大きいし、近ければ格差

が小さいということです。それを図で示したもので、９道州の線と11道州、それから13

道州の線というのが示されています。 

 それを数値であらわすということになると、ジニ係数になるんですけれども、このジニ

係数が大きければ大きいほど格差が大きい。小さいほど格差が小さいということになりま

す。これを見ていただくとわかりますように、人口で見た場合には11道州、これが

0.421969という値でありまして、この11道州というのがこの価値観というもので言えば

要するに均等化をよしとすればということですけれども、11道州が望ましいということ

になります。 

 域内総生産、これも事務局で表になっているものの中の総生産というものを区域例の１

と２と３で比較してみたものであります。これもローレンツ曲線であらわれておりますけ

れども、ジニ係数を見ていただきますと、やはりここでも11道州というのが0.489353と

いう形でジニ係数が小さいということでありまして、11道州のほうが９道州や13道州の

区分よりもこの地域間の格差というのがより小さいということを示しております。これは

どういう形で政策的に判断するかというのは、議論があるところだと思いますけれども、

こういういわば統計的な指標であらわすとこういうことになるということです。これはま

だ途中過程でありまして、いろいろな指標を用いることによって検討を加えていくことが

できると、この道州の区分の仕方というのも、いろいろまだほかのケースもあると思いま

すので、ここでは３つのケースを事例にして検討してみるとこういうことだということで

す。 

 ２番目の点ですけれども、これは経済産業省の地域間産業連関表というものを使いまし

て、ここで地域区分、これは経済産業省のほうでこういうものをつくる際に地域区分はこ

ういう形で固まっておりますけれども、北海道、東北から九州という形で、経済産業局、

地方の局ごとの区域割りといいますか、地域区分に従ってこういうものがつくられており

ますけれども、経済的な地方ブロック間の関係を見るデータというのは、私は地域間産業

連関表というものが非常によいと思っておりまして、これが難点は５年に一回なんですけ

れども、しかも新しいものがなかなか出てこないというような形で、まだ2005年という

ものがはっきりは見えないんですけれども、90年と95年と2000年というのを見ていただ

くと、これは地域間の域際収支の推移を示しております。国と国との貿易で言えば、いわ

ゆる黒字と赤字ということになるわけですけれども、これを国内の地方ブロック間で見て
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みますと、明らかに関東といったようなところがいわば黒字幅といいますか、こういう域

際収支といったようなものでの黒字を伸ばしているということであります。それに対して

九州を見ていただくとわかりますように、この2000年にかけて赤字幅を大きく広げてい

るといったような形になっています。 

 関東、中部、近畿といったようなもの、あるいは中国も95年まではプラスでありまし

たけれども、中国はマイナスに2000年になっていますし、その黒字幅というのも中部、

近畿は落ちてきています。そういう面では、地域間の域際収支といったようなものを見て

みますと、関東の優位性といったようなものが強まっているということが見てとれるかと

思います。 

 この地域別の域内自給率の推移というのも、これは90年、95年、2000年を各地方ブロ

ックごとに見てみますと、これはその図３と書いたものの下に注が出ておりますけれども、

域内自給率というのをこういう形で計算をします。地域内の需要額といったようなものが

ブロックによって違いますので、四国などの場合には比較的自給率が高くなっております

けれども、関東を見ていただきますと、自給率自体は下がっておりますけれども、これは

移入額と輸入額を引いておりまして、その輸入の度合いはかなり最近強まってきておりま

して、自給率は下がっております。 

 いずれにしても、こういうような形での自給率を比較することができます。 

 それから図の４のところで、財・サービスの移入先別の構成比というのを示しておりま

して、これはちょっと2000年だけの図に示しておりますけれども、各地方の中で関東か

らの移入というものが非常に大きいのがわかるかと思います。近畿からの移入といったよ

うなものを網がかかっているような形で示しておりますけれども、中国、四国は総体的に

関西からの移入がある程度ありますけれども、九州あたりでも関東からの移入が大きいと

いうことで、かなり2000年段階を見まして、関東からの移入に依存するような構造が強

まっているというのをこれは90年あたりと比較すると見てとれるんですけれども、こう

いう状況になっているということですね。 

 関東のほうを見ますと、中部、それから近畿、それから東北、こういったところとの関

係が強いというのが見てとれるかと思います。こういうような形で、この地域間の産業連

関表といったようなものを使って、経済的な自立性や、あるいは地方ブロック間の関係と

いったようなものをしっかり見ていく必要があるというふうに思っております。 

 ３番目の話でありますけれども、これは国土庁が95年のときに我が国の人口移動の実

態という報告書を出しておりまして、そこで注のところに書きましたが、「○○県人」と

しての意識のアンケート調査をやっておりまして、それをブロック別に再集計した表をも

とにして図を示しております。生育地がずっと並んでおりますけれども、そしてその生育

地、例えば北関東を見ていただきますと、北関東、群馬県人であるとか、栃木県人である

といったような人たちの割合というのが50％強、55％ぐらいです。それ以外ということ

で言うと、南関東といったような比率が高くなってくるようになると。 
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 そういうふうな形で、黒く塗りつぶしている部分というのが例えば東京都民とか神奈川

県民であるとか、そういう南関東の県の意識といったようなものが強い地域ということに

なるわけですけれども、それがもちろん南関東はそうですけれども、北関東、あるいは東

北、あと地方の各ブロックにもある程度広がって、これは結局は人の移動とも絡んでくる

わけですけれども、生育地とは違う形で人がそれぞれのブロックに住んでいる、あるいは

育ってきているといったようなことをあらわしてはいますけれども、こういう形での県人、

県との一致度というのを見ることができます。 

 その人の移動といったようなものをこれから少し見てみるということですけれども、都

道府県別の人口移動というのは、国勢調査をもとにして５年前の居住地が左側にずっと縦

に並べております。それから、2000年時点の居住地というのを上のところに横に並べて

おりますけれども、当該都道府県というのを斜め線、45度線で示しておりますけれども、

これは絶対数を記号で色分け、区分しておりますけれども、地方のまとまりということで

言いますと、東京を中心とした関東、首都圏といったようなところがかなり人のまとまり

ということで言いますと、見られるかと思いますし、それから大阪を中心としたような京

阪神圏、それから愛知を中心としたようなところに黒丸とか二重丸というあたりが結構人

の流れが大きなところでありますけれども、そういうまとまりを見ることができます。 

 それから、そういう三大都市圏以外でも、例えば九州のあたりを見ていただきますと、

福岡を中心にしてかなり人のまとまりといいますか、移動先ということで言いますと、九

州の中でのまとまりというのが見られます。それから、東北あたりでいきますと、やや弱

いんですけれども、宮城あたりを中心としたまとまりというのが見られるということであ

ります。こういうものがある面では帰属意識といったようなものともかかわってくるかな

と思っております。 

 それから、大学の入学時の人の移動ということで、左側に出身高校の所在地、そして横

軸に大学の所在地というものを示しておりますけれども、この場合には首都圏ももちろん

強いんですけれども、京都を中心としたような京阪神もかなり大きなまとまりというのを

つくっております。九州あたりも福岡を中心としてまとまりがありますし、愛知を中心と

したまとまりと、それから宮城を中心としたまとまりといったようなものも小さなまとま

りかもしれませんけれども、見られております。 

 人の流れの３番目ですけれども、高卒者、卒業高校の所在地を左側縦に並べております

けれども、そして県外就職先というのを横に示しておりますけれども、これは100人以上

という形で10人とか、そういう２けたの数字でいればもっと記号はふえてきますけれど

も、主な高校生の卒業生の流れといったようなものを見ますと、東京といったようなもの

が多くの県から人を引き寄せているとともに、九州からもかなり出ていっている。それか

ら、愛知が工業が強いということもありまして、九州各県から卒業生が流れ込んできてお

りますし、北海道や青森あたりからも来ております。それから、大阪の場合には西日本を

中心とした、ここでも福岡を中心としたような九州での福岡に集まるような動きというの
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も見てとれます。 

 こんなような形で、ちょっと部分的ではありますけれども、人口移動や大学入学、ある

いは高卒にかかわるような人の動きといったようなものの中で、地域性というものが形成

されてきているということが見てとれます。 

 そういうものとともに、意識がどう変わってきたかということでありますけれども、

1979年の時点なので、大分昔の資料なのですけれども、ＮＨＫの先ほど言いました日本

人の県民性といったようなものをもとにしまして、どんなふうになっているかというのを

少しこれから何枚かお示ししたいと思います。 

 いきなり人情の話になっておりますけれども、これはＮＨＫが各都道府県900人ぐらい

を対象にして100問ぐらいの質問をしております。その中で少し私のほうで地域的なまと

まりがあるようなものをピックアップしてきております。 

 それで、ここで問４は人情といったようなものを挙げているんですけれども、ここでは

日本海側といいますか、そういうものが一つの地域的なまとまりとして得られます。部分

的には大阪あたりも指摘をしておりますけれども、太平洋側と日本海側との違いといった

ようなものをある指標では見ることができます。 

 それから、こちら右下のほうは県人意識ということで、あなたは○○県人だという気持

ちをお持ちですかと、そう思うのが強いほど濃く出てくるわけですけれども、ここでは東

京、大阪、名古屋、それから山陽、北部九州にかけての第一国土軸といいますか、そうい

うところとその他の違いというようなものが見られるかなと思います。 

 金銭感覚、あるいは教育への投資というものを見てますと、左上ですけれども、ここで

ははっきりと東日本と西日本といったようものの東西の地域差といったようなものがかな

りはっきりと見えてきます。 

 それから、教育への投資、これは少し東西だけではなくて、北関東あたり、あるいは南

東北にかけてが濃くなったりしますけれども、こういう形での地域性というのを見ること

ができます。 

 それから、同調性とか家柄意識、これは例えば左上のほうは中国、四国、これが全県、

それから栃木、富山までの地帯でみんなに合わせたいと考える人、これが多いのが目立っ

ております。これはどう解釈するか、なかなか難しいんでしょうけれども、歴史性もある

でしょうし、ある面ではブロックの中間地域といいますか、そういったようなところが高

くなっているようなものもあるのかもしれません。 

 それから、家柄意識、これが右下でありますけれども、薄い地域といったようなものが

ある程度まとまっているとともに、四国、それから福島、茨城、こういったようなところ

で家柄意識が強いということで、東西とか大都市圏とかその他とか日本海側とか太平洋側

とか、そういうものとはちょっと違って、日本列島の中でかなり地域的にまとまったよう

なところが特徴的にあらわれるといったようなものも見てとることができます。 

 開放性とか閉鎖性、これは左上といったようなものは初めての人に会うのに気が重いか
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どうかといったようなものでありますけれども、これは大都市圏かそうでないかというよ

うなもの、その中で愛知のちょっと特異性みたいなものを文章で一応あらわしております

けれども、そういうものが見られるとともに、閉鎖性ということで、よそ者意識、これが

どちらかというと山陰地方で強かったり、滋賀あたりが濃く出ておりますけれども、必ず

しも大都市圏、関西の中でも県によって違いが出ておりますし、なかなか一筋縄では説明

できないような県民性というのがあらわれております。 

 それから、実力主義や男女格差といったような形で、左側は問15、「今の世の中では、

実力のないものがおいてゆかれるのはやむを得ないことだと思いますか」と、やむを得な

いといったような形での回答が高いところ、これはちょっと宮城から東京までの太平洋側

の地帯、それから北陸３県、そして紀伊半島の沿岸、中国、四国の瀬戸内地方で高くなっ

ております。秋田、高知、大分、沖縄で少ないといったような形での変わった地域性を示

しておりますし、右下のところは男女格差に関してでありますけれども、ここでは先ほど

の実力主義と同じなんですが、北陸３県といったようなものがかなり特徴ある地域として

出てきております。 

 最後ですが、現状肯定度と宗教ということで、これも特殊な地域性を示しているかと思

いますけれども、問33で出ているのは、満足度を今の生活に満足しているかどうかとい

うところでありますけれども、近畿から北陸にかけて満足感の高い地帯が貫いております。 

 それと、第40問の宗教ということで仏教を示しておりますけれども、その地域といっ

たようなものがある程度重なっている。九州のところも高くなっておりますけれども、そ

れと寺院の密度というのを右上に示しております。 

 この関係というのを直接的に結びつけるのは乱暴な議論だと思いますけれども、こうい

ったような形での地域差といったようなものを見ることができます。 

 さて、まとめにしますけれども、１番目、人口、域内総生産に関して広域地域間の格差

が小さいほうがよいと仮定した場合には、３つの区域例のうち11道州の区割り案が望ま

しいというふうにローレンツ曲線、ジニ係数などの分析で言えるかと思います。これはま

だまだ検討がいろいろ必要だと思いまして、もう少し産業構造の均質性であるとか、その

辺あたりは引き続いて分析をしていきたいと思っております。 

 ２番目、これは地域間の域際収支、これは関東とその他の地方との格差が拡大する傾向

にあると。また、関東からの移入割合も全国的に高い状況にあるかと思います。 

 ３番目ですけれども、人口移動に関しても、東京の影響力が大きいものの、大阪、愛知、

福岡などを中心に広域圏の形成が見られます。住民意識に関しても、人口移動や都市化の

影響などによって、変わってきていると思われるんですけれども、先ほど見ていただきま

したように、歴史であるとか文化であるとか、これは世代を超えて、あるいは男性、女性

の違いを超えまして、かなり特徴あるさまざまな側面で独特の地域的な特徴が見られるか

と思います。 

 こういったような特に後のほうで述べました住民の帰属意識、地域性といったようなも
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のというものを踏まえた施策展開というのが求められているというふうに思います。 

 私の報告は以上です。どうもありがとうございました。 

○矢田委員長 いろいろなことが一括して出たので、議論しにくいんですが、今までの説

明、杉本さんから松原さんのところまで、特に気がついたとか、意味がわからないとかと

いうのを含めて質問、ご意見ございましたら何でも結構です。 

 どうぞ。 

○田村委員 まず、質問なんですが、質問が２点、松原先生のプレゼンテーションの関係

なんですが、まずこのジニ係数についてなんですが、非常に興味深く聞かせていただきま

したが、例えば人口ですと最大と最小ですと0.05ぐらいでしょうか、そしてまた域内総

生産ですと0.03ぐらいでしょうか、確かに数字は差があるわけです。この0.03とか0.05、

どれぐらいのものと、大きいとか小さいとかじゃなくて、あるいはどう解釈するか、要は

なかなかまた識者によっても違うのかもしれませんが、この0.03とか0.05というのはど

のように判断すればいいのかというのをご示唆いただければというのが第１点目でござい

ます。 

 そして、第２点目は、このＮＨＫの世論調査であります。これも大変興味深く聞かせて

いただいたんですが、そもそもこの世論調査というのは1979年だけにやられているのか、

その前にあったのか、今からちょうど30年前ですよね。79年以降恐らくやってないから、

これが出ているんだと思うんですが、例えばこの30年の間に変わっているのかな、変わ

ってないのかなって、ちょっと何とも言いがたいんですが、その辺につきまして松原先生

のお考えがありましたら教えていただければと思います。 

 以上２点でございます。 

○矢田委員長 お願いします。 

○松原教授 どうもありがとうございます。 

 最初にジニ係数ですけれども、確かに余り大きな差は出ていませんので、ちょっとまだ

結論的にはもうちょっと検討が必要だということになるんですけれども、本当に実質的に

意味のある差というふうに見るのか、それともそれほど大きな違いでないのかと見るのか

ということですが、やや私自身は大きな差が出たかなとは思っておりますけれども、それ

でもちょっとなかなか難しいですね。それでもというのは、この辺のあたりの数字の大小

ということで言いますと、私自身は多少大きく出たかなとは思っているぐらいということ

で、もうちょっとこれはいろいろな人に聞いてみないとわからない部分もあるかなと思い

ます。 

 統計データのとり方とかというのもあるし、年度によってもちろん変わってきますので、

そういう面ではもう少しいろいろ厳密に幾つかの指標をもうちょっと比較しながら検討し

たいと思っております。 

 それから、県民の意識については、79年、78年に調査自体はされているようですけれ

ども、私が知る限りはそれ以降はやっていないというふうに見ております。そういう面で
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は、大分昔のものなんですけれども、データとしてこれだけしっかりしたものをやってい

るのは、私が知る限りは余りないので、ここで使わせていただきました。 

 それから、まだ分析してないですけれども、県の中の違いというのも実はこのアンケー

トの中で調べておりまして、181ぐらいの地域について見られるようなんですけれども、

その分析自体はまだやられておりませんので、少しその辺あたりも見てみたいなとは思っ

ております。 

○矢田委員長 どうぞ。 

○長谷川委員 域際収支の推移のグラフですが、これはなかなかある意味ショッキングと

いうか、象徴的な図だと思うんです。これで見ると明らかに関東のひとり勝ちで、ほかの

ところは全部負けているわけですよね。 

 それで、時期が90年から2000年ということですから、ちょうどバブル崩壊の経済成長

が停滞したころに相当しているわけですけれども、私の質問はこれだけ関東がひとり勝ち

し、ほかが全部負けているという理由はどうお考えかということと。 

 それから、2000年以降、この2005年の資料が追加されればこの傾向は若干緩和される

のか、あるいはさらに激しくなっているのか、その辺のお考えをちょっとお聞かせいただ

きたい。 

○松原教授 どうもありがとうございます。 

 後のほうなんですけれども、ちょっと危惧されるのは2005年の数字が出てくるのかど

うかが今わからなくなっております。なかなか産業連関表自体全国のはもちろんつくられ

るんですけれども、地域間の産業連関表というのをつくるのはちょっと大変な作業であり

まして、物の流れやサービスの流れといったようなものを国同士ならいいんでしょうけれ

ども、国内の地方ブロックごとにどういうふうになっているかというものは、なかなかデ

ータを集めるのもそうですし、推計するのもなかなか難しい部分もあるし、手間もかかる

んですが、そういうことで2005年自体は今ちょっと私も情報としてはつくられるのか、

つくられないのか、微妙なところだというふうに聞いております。 

 ですから、そういう面では2005年がどうなるかはなかなか難しいんですが、データ自

体が出てこない可能性もあるんですけれども、この上がってきているのは一つ大きな要因

はサービス経済化というふうに見ております。財だけではなくて、サービスの移出入関係

というのが出ておりますので、そういう面ではもう少し産業別にどういうふうに変わって

きているかというのを要素を分解して見ていく必要があるんですけれども、かなりそうい

う面ではサービスの中での移出入関係というのが出てきている、大きくなっているという

ふうに見ております。 

○矢田委員長 どうぞ。 

○林委員 どうもありがとうございました。私も松原先生に確認です。 

 ジニ係数は、これは横軸は９個とか11個とかの道州を並べたという見方でよろしいで

すか。 
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○松原教授 横軸は均等ではなくて面積をもとにしております。それぞれ９とか11とか

13というものの……。 

○林委員 面積の低い、小さい順に下から並べて累積していると。 

○矢田委員長 人口は人口、生産は生産ですね。 

○松原教授 人口と域内総生産、それぞれ人口は人口で小さい順に並べて、域内総生産も

小さい順に並べて、それに対応した面積を横軸にとっておる。 

○矢田委員長 面積、合計で、累積。 

○松原教授 もちろん累積です。累積人口、累積の面積です。 

○矢田委員長 累積人口、累積生産で面積は関係ないですよね。 

○松原教授 はい。 

○林委員 わかりました。ありがとうございます。 

 それと、もう一つこれは私は産業連関表のデータをちゃんと使ったことがないのですが、

例えば東京の企業が九州の工場なり九州の営業所で売ったものというのは、これは東京に

入るんですか。企業ベースで活動をはかっているのか、物流なのか。 

○松原教授 これはアクティビティーベースでやっておりますので、そういう意味では九

州でという形でカウントされるというふうに見ていいと思います。 

○矢田委員長 算出ベースですね。 

○松原教授 そうですね。 

○矢田委員長 だから、販売のところに入っています。東京本社が販売しますよね。関係

なく、工場でつくったやつの販売という形で出しているわけですね。 

○松原教授 その場合は工場の……。 

○矢田委員長 統計的にはとれないんですね。 

○松原教授 生産活動ということで言うと、例えば新日鐵の九州で八幡につくったものが

カウントされると。 

○林委員 それは九州でカウントされる。 

○松原教授 九州でのアクティビティーベースの分類になる。 

○矢田委員長 日産の追浜に入ったときは日産の追浜に移動したという。 

○林委員 そうですか。その産出ベースでいってもこんなに関東にというのは、先ほども

お話ありましたが、ちょっとショッキングです。2005年の最近まで都道府県別に県民所

得とかのばらつきを求めたのですが、きっとこれは関東ひとり勝ちというよりは、東京ひ

とり勝ちが多分もう少し進んでいるんじゃないかなと思います。おそらく96年ぐらいが

最も平等化したというか、地域間のばらつきが小さくなって、そこからぐっと上がってき

ているんだろうと思います。たとえば九州のように移入が多く値がマイナスになっている

ところでは、裏返せばこの分が補助金のような公的な資金移転で賄えているという現状だ

ということなんでしょうね。何を資金にこれだけ移入をしているかというと、その裏には

公的なお金の流れというのがあるということでよろしいのでしょうか。 
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○松原教授 九州がこうなってきているというのは、例えば九州でいろいろなものをつく

るわけですけれども、そのときに例えば原材料になるようなものというのを域外からかな

り購入しているということになるわけですね。例えば、原油なんかが大きいとすれば、そ

ういうものがカウントされてくるということになります。 

○長谷川委員 すみません。今の林先生のご質問にもちょっと関係するんだけれども、国

際収支との連想で考えると、これだけの差額の裏に確かに金の話があるはずだと、こうい

うふうになるので、金がどこから来ているんだと、こういうふうに考えるわけだけれども、

これは国際収支でなく、同じ円通貨でやっているわけだから、これは要するにこの黒字の

部分は自動的にたまっちゃって、累積では所得に最後は蓄積されてくるというふうに考え

ていいのかどうか。 

 それから、これはちょっと物価のところと整合的だなと思うのは、九州が物価は安いで

すよね。タクシー代とか、アルバイト賃金一つとってみても。だから、黒字のところは物

価が高くなって、赤字のところは物価が下がると、こういう理解でいいのかどうか、その

辺ちょっと。 

○矢田委員長 独立国じゃないですから、そういうことはないと思います。これはちょっ

とつくった人に分析してもらったほうがいいと思いますね。相当推計しているんです。物

の移動はそれでもまだ統計的にとれるんですけれども、金銭の移動、恐らく言われたよう

に、借金と税金の移動でバランスをとるんだろうと思うんですが、それだって何とか鉛筆

なめなめですから、こんなにブロック別の自給率が高くなるわけないんです。80％ぐら

いでしょう。これなら各ブロックが自立してもいいみたいですけれども、実際はそこは推

計です。九州の自動車生産額はトヨタと日産としかないんです。しかし需要はマツダやホ

ンダも含む。それは結果的には自動車として一本化して自給率をみる。自動車の生産と自

動車の販売の比率だけで計算する。メーカーごとの移動なんて関係ない。なかなかここか

らある地域経済を立論するのは難しい。特に国内で国境がなくて貿易がないときに、しか

も為替の交換がないときに推計すること自体があまり意味をなさない。 

○長谷川委員 つまり昨日だったか、テレビでも道州制の議論をするときに必ず格差の問

題があるでしょうということになって、こういうグラフを見ると一発でわかっちゃうわけ

ですよね。だから、そのときに普通は工業出荷額とか、そういうもので議論するわけだけ

れども、これなんかはぽっと出されて、だから道州制は問題があるんだと言われると、さ

てどうやって反論したものか。 

○矢田委員長 わかりやすくて、新日鐵で大分と北九州で生産した額が、雇用所得だけが

地元の所得発生としてとらえられる。販売によってえられる利益は、法人所得として東京

で発生した統計になる。東京に地域の所得を移譲したことになります。働いている人は九

州です。そこからいきなり格差が出ちゃうんですね。 

 それから、地方の人は子供のための私立大学に毎月十何万送っていますよね。それは所

得には出てこない。私立大学の先生と地主の収入になる。東京のマンション経営者の膨大
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な所得として発生します。それから、私立大学の教員の所得になる。だから、仕送りとい

うのはほとんど統計上出てきません。ところが、地方の人は土地を売ったり、かなり借金

しながら私立大学のために送っています。こうした所得の移転は統計上出てこない。そう

すると、東京が異常に収入が高く出てきます。東京はお金持ちが多くて、地方は貧乏人が

多いといったって、統計上のことです。 

○長谷川委員 一応この表からは金の問題はちょっと除いて考えたほうがいいと。 

○松原教授 そうですね。 

○矢田委員長 国内移動というのは、本社、支社の移動ぐらいは出てきますよね。それか

ら、税金の移動は出てきますよね。 

○松原教授 あくまでも産業活動での財とかサービスのやりとりという形で考えて、所得

循環とか、あるいは物価あたりまでは、なかなかここからはいけないかなと。 

○矢田委員長  

 それから、ジニ係数も要するに全く均等だとすると、ちょうどＹ＝Ｘの線に乗るんです。

したがって、格差ゼロなんです。しかし、最も大きいところの量によって変わる。最後に

きて、一気に線があがる。だから対象がたくさんあるときにかなり有意なんです。ところ

が10個か９個ぐらいだと南関東の人口をどうみるか。3,535万か2,830万で変わる。だか

ら、3,530万としたほうは最後一気に上がるはずです。ですから南関東の扱いだけでこれ

はすぐジニ係数は出る。 

 それから、沖縄と北海道は均衡論のときに沖縄、北海道は別なんですよ、我々扱いは。

あれは政治的にもいろいろな歴史的にも独立するということですから、むしろ九州から青

森までの間をどう均衡するかだから、外して計算したほうがまだおもしろいんですね。 

○林委員 この絵を拝見すると、もちろん先生の言われることはよくわかるんですが、む

しろ何かこの0.4とか0.5あたりよりも下のほうでの数字の差というのが随分出ているの

かなという印象はあるんですけれども。南関東のところというのは右の端のほうで。これ

は要するに人口規模の違いですので、この一つの方法としてジニ係数で示されていますが、

他にもいわゆる変動係数のようなばらつきだとか、いろいろな指標があると思います。お

っしゃったようにもしも人口に余りばらつかないのがいいという価値観に立てば、こうい

うできるだけ同じぐらいの人口のものができますよということですので、それは一つの前

提として提示し読み取りができるだろうと思います。もう一つはさっきおっしゃった格差

についてです。地域の産業連関なので、結局地域産業というのは公的部門も全部含んだも

のになっていて、もしかしたら民間だけ取り出してやったら、これは現状はもっと悲惨な

ことになっている可能性はあるんですよね。こういうものを出すときに、今民間だけだと

こんなに差がある。だから、道州制で何とかしていこうよという話に持っていくのか、今

これぐらいのここをくくったら割と大きな規模の集まりができるので、だから道州制はい

いんだという話に持っていくのか、これはいろいろなストーリーの持っていき方があると

思います。要するに現状に格差がないのか、と言えば、民間のものを取り出せば明らかに
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存在します。 

 よく言うのは、道州制というのは、例えば現状はこんなに公的な資金移転で何とか成り

立っているんだけれども、それをもっと自立できるようにしていくシステムにしようよと

いう話です。ですから、道州制になれば、この一括りにした地域を考えると格差が収束す

るんですよという話ではないと思います。ただ、現状としては仮にもし悲惨なものであっ

ても、これだけの格差があるということは、むしろ何か材料としては提示していくべきだ

と思うんですけれども。 

○松原教授 これは結果であって、それをつくり上げていくのはいろいろな産業の連関と

かとかかわってくるんですけれども、あるべき方向はどうかというのはいろいろ意見があ

るかと思いますけれども、結局地域間の域際収支を小さくしていくということは、例えば

九州の中で言うといろいろな多様な産業があって、そういうものの連関が強まっていく、

あるいは競争力なんかで言うと、規模が広域圏の中でできてきて、いろいろな産業が成り

立ってくるというようなことが道州制によって広域圏ができてきて、強くなってくるとい

うことになっていくと思うんですね。 

 そうすると、一つのシナリオとしては、各広域ブロックごとに比較的多様な産業をつく

り出していく、その辺あたりの分析をもう少しこれだけではなくて、今夏休みにかけてや

ろうとしているのは、産業構造自体が地域ブロックごとに均等化しているのか、どれくら

い格差があるのか、差があるのかというあたりを今分析しようとしておりまして、その辺

あたりを踏まえた上でということになるかなと思います。 

○矢田委員長 どうぞ。 

○加藤委員 やはりこういうふうに聞いていきますと、まとめると少し都道府県などのと

きより格差が少し狭まるか、それはだからまとめちゃったからであって、例えばその地域

とか道州の中で、今、松原先生おっしゃったように、実際に協力ができないと何の意味も

ないわけですよね。一つの地域の中で、またどこかの部分が取り残されて、もとからよか

った部分がよいと、だからまとめてみると少し格差がなくなったように見えるというのが

考えられる一番悪い可能性なんですけれども、言いかえますと本当にそういった協力体制

というのがもちろん産業もそうですし、それから今後の課題にはなると思うんですけれど

も、財政であるとか、あるいは地域的な例えば社会保障とか社会サービスであるとかの連

携ができないと、言いかえるとふたをして覆って見えなくしただけという話になってしま

うと思うんですね。 

 だから、その点はもちろん希望としてこれぐらいにまとめたほうがいいという希望を出

すというのは非常に重要だと思うんですけれども、そうしたところでその中で地域として

のまとまりが出てくるという保障は全くないわけなので、どちらかというと今後はそちら

をもし考えるのであったら考えて、本当に効果が上がるのかどうかというのは、非常に重

要なポイントになるのではないかと。もちろん現状を変えて、そういうような体制をつく

っていくということも可能なんですけれども、そうしますと財政とか税金のほうでかなり
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のインセンティブを与えないと、民間のほうは変わらないかなという、そんな感じがちょ

っとしています。 

○矢田委員長 どうぞ。なかなか、かえってこんがらがってきたですね。ある面で統計と

いうのは科学的なようで、実態をかえってかくしてしまう。人の移動のまとまりがかなり

ブロック化されているというところがある程度実態を意味している。県外就職動向とか、

大学の移動の話とか、この辺は東京一極集中というよりも、地方にそれぞれのコアがはっ

きりでき始めている。このコアというのは、ある面では、経済活動であり、意識でありと

いうことになる。このコアというのは、ばらけているのか、ばらけつつあるのか、あるい

は地方にしっかりしたコアができているのかというのは、これは時系列的にやっていくと

多少出てくる。 

 特に、東京、大阪という２眼レフ構造みたいなところから、名古屋、福岡というのは一

つの核として新しく出てきています。どちらかというと、私はこの５ページ以降というか、

５、６あたりをどういうふうにつないでいくかなというところがあり得るかなと思います

けれども。 

 物資流動も人の移動もほぼこれに近いコアができ上がってくるんで、このコアを中心と

した一つのまとまりというのは経済活動のまとまりだと思います。いきなりジニ係数にい

くとかなり無理がある。 

○松原教授 これは、平成20年度とか、割合新しい資料しか示しておりませんけれども、

前の時点と比べてみますと、例えば図７あたりの大学入学時の人の移動なんかを見まして

も、やはり過去と比べますと、先ほど言いました福岡とか、そういう地方の中枢都市の中

心性は強まっているように見られます。また別の機会に示したいと思います。 

○矢田委員長 ほかに。フリーディスカッションしながら、後で秋になったら詰めていま

す。選挙情勢を見ながら詰めていきますので。選挙の前は開放的な議論をしたいと思いま

すんで、どうぞ。 

 このＮＨＫの話というのは、統計のとり方もあるんでしょうし、おもしろいといえばお

もしろいけれども、果たして本当かなというのと、それから、ここから何が出てくるかな

ということが問題です。松原先生の問題ではないんですけれども。それから出生地と生育

地という。恐らく資料はないんですよね、帰属意識については。なかなか統計的にとれな

いんで、少しご意見ありましたらよろしくお願いします。 

○林委員 全然アカデミックな話ではないですけれども、さっき申し上げたエリアとして、

そこで経済活動を自立していけるようにしようとかというときに、例えばあの県の人たち

とだったら一緒にやっていけるよとか、一緒に頑張れるよとか、何か結局そういうところ

を探し出していかないといけないのではないかと思います。そうすると、高校野球で、例

えば九州の方は、県代表だったら県の応援をされていると思うんですけれども、九州の高

校と関西の高校のあったときは、多分九州の高校だからとほかの県でも応援されますよね、

人によるかもしれませんけれども。私も何となく関西の高校とどこかがやっているときは
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関西の高校を応援しているんですけれども。 

 だから、きれいに線を引くことは難しいですが、あの辺のこのエリアの人たちと一緒に

頑張っていけるよねというエリアはどこなんだろうというのが何か一つの区割りを考える

ときのヒントになるのではないかと思います。歴史的に仲が悪いとかというのはあるかも

しれませんけれども、何か結局そういうところに行き着くのかなという気はします。 

○松原教授 今回は分析をまだしていないんですけれども、意識とかかわってくるという

ことでいうとマスコミの関係があって、特に日本の場合には県紙、県の新聞ですね、それ

が結構大きな意識形成にもかかわっていると思うんですけれども。そういうものが結構強

い県と、それから、広域ブロック紙というような形での、例えば西日本とか、河北である

とか、そういったようなところがどれくらいブロックの中で普及率を持っているとか、影

響力を持っているか。それから、いわゆる東京、大手３大紙とか、そういうものがどうい

うところで力を持っているかというあたりも分析をしてみる必要はあるかなとは思ってい

ます。 

○矢田委員長 その辺は長谷川委員、いかがですか。 

○長谷川委員 うちの会社の本社は愛知県名古屋市にあるものだから、よく言われている

のは、これの資料でももう既にあるように、愛知は人見知りの傾向が強いわけですよ。そ

れで、閉鎖性も高いわけで、それがうちの新聞の独占に近い普及率を支えているというこ

となんだと思うわけですけれども、これは、愛知県中部に限った話なのか、それとも日本

全国みんなそういう傾向なのかは、それはちょっと留保が必要だと思っていて、必ずしも

今おっしゃられた河北とか、あるいは九州、北海道─北海道は多少あるかもしらんけれ

ども、ほかの地域ではそれほどそういうものはないんじゃないかなと思いますね。 

 ただ、この図を見ていても、やはり愛媛とかなんかはものすごくある種強い個性があっ

て、お隣の高知県とは全く違いますよね。だから、四国なんかはある意味ついまとめて考

えがちだけれども、愛媛と高知がこれだけ違うように、てんでんばらばらという傾向も読

み取れたなと思いました。 

○矢田委員長 新聞の話はなかなかおもしろいんで、東京では地方紙は圧倒的に弱いんで

しょう。 

○長谷川委員 弱いです。 

○矢田委員長 神奈川新聞とか、東京新聞と。それで、新潟は圧倒的に新潟日報が強いん

でしょう。地方紙がほぼ独占のところと、３大紙が独占のところと、競合地が福岡なんで

すよ。福岡はとにかく全国紙の西部支社というのを全部持っていて、日経入れて４大紙が

必死に食い込んで、西日本新聞に強烈にパンチを加えている。北九州に３大紙の支社があ

ったのが、ほとんど福岡に移してるんですね。西日本は北九州には弱い。100万都市なの

に。３大紙は北九州より福岡が成長しているので、移動する。そういう３大紙と地元紙が

かなり競り合っているところは、恐らく北海道もそうなんでしょうね。札幌と福岡しかな

いんじゃないですか。あとはほとんど３大紙が押さえているか、地方紙や県紙が押さえて
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いる。名古屋はどっちが強いんですか。中日は３大紙じゃないでしょう。 

○長谷川委員 中日は中日なんですが、うちが圧倒的に強いですね、70％ぐらい。 

○矢田委員長 ３大紙が弱いんですか。 

○長谷川委員 弱いです。新聞もそうなんですけれども、僕なんかむしろテレビがその地

域性を反映していると思っていて、旅行していると、ホテルでチャンネルを合わせるとそ

の地域がローカルでやっていますよね。ニュースなんかは全国ニュースを流しますけれど

も、残り30分は地域ローカルになったり、それから、ワイドショーなんかでも、東京の

ワイドショーを全部やっているかというとそんなことはなくて、地域は地域でワイドショ

ーをやっているんですよね。だから、その地域性の涵養というような点から見ると、新聞

よりかはむしろテレビの影響が強いかなと思います。 

○矢田委員長 目の前の事件がつまびらかに出るのはやはり地方です。東京でちょっとし

た事件が起きたって、余りにも量が多いんで、ほとんどローカルで出ないけど、地方では

もう隣の町で起きたことがすぐわかる。この意識構造というのはやはり地方ですよね。 

○長谷川委員 この間の山口県の豪雨のとき、私たまたま山口にいたんですけれども、あ

んなことが起きると東京のニュースなんかみんなすっ飛んじゃって豪雨ニュースばっかり

という、そういう展開ですね。 

○矢田委員長 そうですね。だけれども、東京は雪が降って電車とまったって地方は直接

関係ないじゃないかと思うんだけれども、朝から晩まで東京で雪が降った話をしている。

あの中央集権性というのは何とも耐えられない。九州で雪が降ったほうが珍しいんですけ

どね、全国ニュースには。あれはやはりチャンネル権を独占している中央意識でしょうね。 

 どうぞ。 

○田村委員 改めて質問、先ほどの４ページのところ、若干見方がよくわからなくなって

きて。この生育地というのは生まれたところなのかなとか思うんですが、これ、結局多分、

それともう一つの要素としては、今どこに住んでいるか、過去どこに住んでいたかによっ

て何県人と感じるのかなと思うんですけれども、要は例えば北海道であれば、北海道で生

まれて北海道に住んでいるのに私は九州人であるという人はまずいないと思うんですけれ

ども、それが調べた人の数の中にどれぐらい県外に行っている人の数とか、そういうのを

見て、例えば関西だったらどこに行っても大体みんな関西人だと思っているというのか、

その辺は何かもう少し分析があるのかなというのをちょっと教えていただければというの

が一つです。 

 あともう一つ、今のＮＨＫの話がずっと出ていまして、やはり先ほど181ぐらいに分か

れるという話がありましたが、そこまでじゃなくてもいいとは思うんですが、結局この中

で議論になるような県、余り具体的に言っていいとは思いませんけれども、例えば新潟で

あれば上越と下越は全く意識が違うと思うんですね。恐らくそういう幾つかのところを絞

って何か分析していただけるとより鮮明になるのかなと、そういう意識のことについてで

すね。 
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 それに関連して言えば、先ほども高知と愛媛の話が出ましたが、私も香川に住んでいま

したんで、四国がまとまりがあるようで、全く四国は４つとか、みんな向いている方向が

違うとかありますから、なかなかそれでじゃ道州云々となるとむしろ議論が発散してしま

うので、そこはどこかで見切るしかないとは思っているんですが、ただ、気になる地域に

ついての県民性というか、さらに細かく分けた地域性というのを少しご教示いただければ

なと思っております。 

○松原教授 どうもありがとうございます。 

 図の５のところは、正直言って余り詳しい、要するに北海道とか、それぞれ外から来て

いる人がどれくらいいるかというようなことを参照した形では出していません。ですから、

非常にラフな数字になっております。 

 それから、先ほど言われた点、全部の地域というよりは、県内の中でもかなり差が出て

くると。確かにＮＨＫの指摘の中でも、これは県をとっていますけれども、県内の格差が

大きいところと、やはりそうでないところというのがありますので、そこは少し見せてい

ただいてということで検討したいと思っています。 

 首都圏にありながら千葉あたりも結構、千葉県の場合には、房総と、それから首都圏、

東京に近いあたりでかなりがらっと違って、それの平均値的なものが出ているというふう

に言われておりまして、そういう面では、この図の県の中を塗っておりますけれども、必

ずしも正しい数字かどうかというのはやはり留保する必要があるというふうに言われてお

ります。 

 以上です。 

○矢田委員長 今日ほど司会しにくい日はないんですけれども、どうぞご自由に言ってく

ださい。まとめる方向はなかなか難しい。 

○松原教授 ちょっと今手元にないんですが、多分産出額だと思いますね。原点が間違っ

ているのかどうかわかりませんが、一応域内需要額になっていますね。 

○矢田委員長 杉本さん、どうしますか。この産業連関表というのは私は十分信頼してい

ないんだけれども、作成した人に発表してもらったほうがいいんですよね。どの程度推計

でどの程度実態を反映しているかという、チャンスがあったらちょっと情報を集めてくれ

ませんか。 

○林委員 ちょっと全然別の方向ですけれども、別の資料で、資料４で気候とか生物多様

性で、いわゆる日本海側というくくりがあったり、太平洋側というくくりがあったり。そ

れとは別に区割りの中に、どのエリアも日本海側と太平洋側と両方ある区切り方というの

がありますよね。 例えば兵庫県というのは日本海側と瀬戸内海と両方持っていて、ある

意味日本の縮図みたいなところがありますが、こういう両方の海を持っているということ

と、あるいは日本海側というような区切り方をするのと、何が違って、あるいは両方の海

が入るように区切ることの意味とかというのは、何かヒントみたいなものをもし教えてい

ただけたらと思うんですけれども。 
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○松原教授 県内の差ということでいうと、先ほど兵庫県のところで、やはり日本海側と

太平洋側、瀬戸内側とではがらっと違っておりまして、そういう面では県内の住民の意識

ということでいうと、やはり県の中を見てみないとわからないところの典型的な地域だと

いうふうに思います。そういう面では、地形や気候といったようなものが文化や意識とい

うものにかなりかかわっているというふうに思います。９月のところで話をさせていただ

くときにも出していきたいとは思っております。 

○矢田委員長 国土審議会の圏域部会での議論ですが、少なくとも第２次大戦後の50年

というのは圧倒的にアメリカ向けであって、太平洋岸がずっと成長してきた。 

 しかし、これから中国、ロシア、要するにブリックスが出てきて、もう一度日本海側が

かなり脚光を浴びている。ブロックの戦略を練るには日本海と太平洋岸両方持つように圏

域区分しましょうといって原案を出したんです。東北はそのまま、関東も新潟を入れた。

中部は東海と北陸を一体にした、中・四国を一体にした。とくに瀬戸内海とかアルプス、

こういう巨大な生態系を有するところは分割しないで一体として計画する。しかし、この

案に徹底的に抗戦をしたのは北陸なんです。小さいといえども、太平洋側に従属する気は

ない。わずか人口300万だと思いますけれども、３県のみ一体化を主張する。それから四

国は広島に従属をする気はない。長期戦略だから県民の帰属意識はちょっと置いておいて、

これから10年の長期戦略をやるには、日本海と太平洋を共に包括するのが重要なはずで

す。 

 簡単に言うと、関東の荷物を相当程度ロシアや対岸に輸出するときは新潟と道路、港を

結びつけていかんという話をしているんです。しかし、結局、北陸と中部を分割したんで

す。それで四国と中国も分割したんです。要するに一体化案に協力できないとはっきり言

われているんです。 

 私は長期戦略を練るんだから、そんな話じゃないだろうと思ったんですけれども、そこ

のところは最後まで帰属意識のところが強くでてくる。新潟は結局東北に入った。東北整

備局の管轄は新潟は入ってないんです。あそこは北陸整備局で新潟にあるんです。その広

域圏地方計画が、８月４日、明日閣議決定するんじゃないですかね。もうでき上がってい

ると思います。 そうなると、一体大きな長期の中期戦略の話と帰属意識というのはねじ

れるんですね。帰属意識に完全に従属したら果たして長期戦略を練れるのか、本当に詰め

るときはそこは非常に深刻な話かと思います。 

 大ざっぱに言って戦前は大陸向けで日本海というのはある種の意味を持っていた。とこ

ろが、２０世紀後半になったら全部東海道ベルト地帯、太平洋ベルト地帯にほとんど光が

当たった。その力で高速道路体系をつくり、日本海側をぶつ切りにしちゃった。太平洋側

の縦貫道を整備し、そこに日本海岸の主要都市からの横断道を相当数つくった。縦断道を

まずつくって横断道。日本海側の一体性を高速道路でぶったぎっていった。そして、秋田

は宮城に、新潟は東京に、福井は大阪に、金沢は名古屋にという形で見事に空間的に輪切

りしちゃった。明らかに日本の胴体を輪切りにしているという段階でのブロックの考え方
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というのは非常に難しいんです。 

 恐らく、気候の話、それから生態系の話、これを延長すると農業の話、農作物の話です。

その辺まではほとんどやはり気候や地形など自然地理的区分が決めてきているんだろうと

思うんです。 

 ところが、工業社会、サービス社会になって、土着性というのがかなり相対的に薄れた

段階では、高速道路による人・情報の移動というのが圏域を決めてくる。時代によって大

分ずれているところをはっきりさせたほうがいいのかなと思います。 

○加藤委員 ちょっとご質問ですけれども、従属しているというのは現状を指しているわ

けで…… 

○矢田委員長 という意識を持っている。 

○加藤委員 というわけですね。だから、将来的にはつなげたほうが自分たちの地域でも

帰属して今従属しているから耐えがたいという。 

○矢田委員長 そうです。従属というか、裏日本という言い方が象徴的なんですよね。だ

って、東京から大量に就職、進学で新潟に来ませんよね。新潟は18歳になったら東京か

南関東に行く。就職か進学で。そして、めったに戻っていかない。それを「従属」という

表現で正しいかどうかというのは定義の問題ですけれども。逆はない。秋田は仙台に大量

に移動する。しかし逆の移動はほとんどない。要するに人と情報という川の流れが一方的

だ。人の流れ、情報の流れ。 

○加藤委員 今までは少なくとも。 

○矢田委員長 それをだから従属という言葉で象徴的にあらわしたということです。 

○加藤委員 ただ、今後は可能性としてはあり得る…… 

○矢田委員長 今後は日本がアメリカを向くのか、中国を向くのかで大分違うでしょうね

という話ですね。 

○加藤委員 対外的な国の発展のためにもありますよね。 

○矢田委員長 そうです。それはだけど半世紀レベルなんです、動きは。だから、なかな

か、学者は言うことは楽ですけれども、現実に適用するのは非常に難しいです。 

○加藤委員 現役の知事さんですと、50年後といってもなかなか難しいかなと。 

○長谷川委員 これからお調べになるというお話でしたけれども、産業構造のところはど

うなんでしょうかね。この10年ぐらいである県域でまとまって強くなっている変化とい

うのは見られるのか、それとも、もうずっと変わらずきているのかということが一つ。 

 もう一つは、都道府県単位じゃなくて、ブロック単位での産業構造を立案しているよう

な動きというのはあるんでしょうか。つまり、かつてであれば、４大工業地帯とかという

発想があって、その後そういう話は聞かなくなりましたけれども、その辺をちょっと教え

ていただけますか。 

○松原教授 まず後者のほうですけれども、先ほど矢田先生が言われましたように、国土

形成計画の中で、今、広域地方計画がつくられていて、そこでは産業自体についても書き
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込まれておりまして、ホームページ等でも見ることができますけれども、そういう意味で

は、そういう広域的なところでの産業を一応ビジョンするというのはあります。 

 それから、経済産業省が各地方の局を持っておりまして、その各局ごとに何らかの形で

の現状分析と、それから方向性みたいなものを出して、これは地方ブロックによって差は

ありますけれども、出されております。 

 それから、現状というか、どうなっているかということですけれども、これはもうちょ

っと詳しく分析をしてみる必要がありますけれども、製造業ということでいいますと、

70年代以降、地方に分散をしてきておりますので、例えば東北あるいは九州あたりに電

気機械工業とか自動車工業あたりが分散をしてきておりますので、そういう面では、機械

工業ということでいえば、もちろんそれ以外の、例えば四国が弱いとか中国も弱いとかあ

るかと思いますけれども、全体としては分散をしてきていて、かつてと比べれば地方の工

業化は進んできているというふうに思います。 

 ただ、先ほど来言っていますように、サービス経済化が強まる中での地域間格差という

のはより大きくなってきて、この間の事業・企業統計あたりで産業中分類での対全国シェ

アあたりをいろいろ見てみますと、東京圏自体がまたバブル崩壊以降の形で東京再集中の

動きを示していまして、とりわけ情報関連のサービス業あたりの対全国シェアを強めてき

ております。そういう面では一極集中的なものが進んできているということで、産業によ

って違ってきていると思いますけれども。 

○矢田委員長 一般的にいうと、さっきの林先生の指摘ですけれども、工業と農業とサー

ビス産業。工業は仙台から福岡までの地帯にかなりしっかり集積ができ上がっているんで

す。農業は全地域に分散している。問題は、サービス産業です。その中で本当に力のある

のは情報、金融、そして知識＝大学、この３つの分布がポイントとなります。工業が地方

に分散してる。トヨタは分散していいというけれども、意思決定機能はますます中枢にあ

ります。だから、モノの生産力は割と均等に分布しているけれども、金融、情報、知識、

意思決定、これは集中している。意思決定のインテグレーションは進みながら、生産現場

は結構分散している。 

 だから、生産現場の連関性でいけば、東北は東北でかなりしっかりしています。福島あ

たりは工業集積が強いです。そこをどういうふうに行政体と分けていくのか。だから、国

の中央集権というのは恐らく政治的な問題ですけれども、企業の中央集権というのは手を

下せません。その辺をどう考えるかというのはかなり大きいと思います。 

 地方大学の卒業生の多くは東京に就職するというけれども、本当のところ統計でとれな

いんです。九大から三菱ＵＦＪに入りましたといって、100％東京に就職したことになる

んですけれども、７月ごろ研修終わって帰ってきたら福岡支店で働いているんです。これ

を称して東京に就職したといえるか。配属先まで追っかけた調査はないんです。ですから、

東京の企業に就職したということを東京に就職したことにする。東京本社の企業に。です

から、分社化しない限りはなかなか民間の分権はできません。 
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○松原教授 あとちょっと補足しますと、工業は確かに見た目は地方に分散してきている

んですけれども、付加価値額というようなものをとってみますと、工業地区をベースにし

て、製造業の従業員１人当たりの付加価値額をとってみますと、地方に確かに分散はして

きているんですけれども、やはり太平洋ベルトの地域と地方との間ではやはりかなりの差

は出ております。そういう面では、どういうものをつくっているとか、工業自体の高度化

がどれくらい進んでいるか、機械化が進んでいるかというのでは、やはりベルト地帯と地

方との差というのは依然として残っております。 

○矢田委員長 私達は経済の空間構造論という同じ学問をやっていますので、議論すれば

幾らでもあります。 

 ほかに。そろそろ。 

 杉本さん、今後の展開を少し、政治状況によりますし、この委員会のあり方にもよるん

でしょうけれども。 

○杉本内閣参事官 そうしましたら、今日、一番後ろに横長の資料をつけさせていただい

ておりますが、今後の検討スケジュール案ということで、親会とそれから２つの専門委員

会の日程表を横に並べた表をつくらせていただいております。 

 各委員会で大体こういう方向でいきましょうということで、こちらの区割りの専門委員

会につきましては、先般のご意見で、とりあえず次回については風土性、５つの大項目の

うちの風土性について、また本日のような議論をしていただきつつ、その後、全般的な検

討ということで、少し何か共通項とか縦軸になるようなものがあるかとかいったようなこ

とをご検討いただく機会を設けさせていただいた後、報告書案の骨子的なもの、それから

報告書案ということに入っていって、親会のほうからは年内を目途に一度その報告書を出

していただいて合同会議を開いたらどうかと、こういうことになっておりますので、今日

の議論も含めまして、これから徐々にまたまとめのほうの作業もさせていただきたいとい

うふうに思っております。 

○矢田委員長 税財政委員会はどういう段階に来ているんですか。 

○杉本内閣参事官 税財政につきましては、ちょっとこれはシンプルになり過ぎておりま

すが、８月中に委員の先生方だけでお集まりになられまして、少し数字のところの勉強を、

お互いに持っている資料を出しながらもんで、何か数値的なものが報告の中に書き込めれ

ばなというようなことを今ご検討されておられます。 

 ですので、ここまでちょっとシンプルにはいかないで、もう一、二回素案の段階でもむ

というようなことが出てくるかというふうに思っております。 

○矢田委員長 現行の税源、税目あるいは税率は前提にした議論なんですか。それともそ

れを変えるんですか。 

○杉本内閣参事官 そこのところは、委員の方々の中で税目まで出して、例えば古川佐賀

県知事などは、九州戦略会議の例を持ち出されまして、その中では各税目の割り振りを決

められて、例えば土地課税なんかは基本的に全部基礎自治体だけれども、消費税は３つの
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国、道州、基礎自治体で何％ずつ持つとか、ただ、それは年金と医療とそれから生活保護

をどういう持ち方をするかによってこういうようなバリエーションがありますというよう

な例も九州なんかでは出しているので、そういった考え方もありますねということもあり

ますけれども、一方で、そこまでは仕事の分担がわからないとできないので、定性的に例

えば所得課税はどこが主、それから消費課税はどういうふうに分けるといった定性的な区

分がやっとかなというようなご意見もかなり強いと思います。 

○矢田委員長 そこの一番大きい法人税、所得税、国税だけれども、それが基本的に３分

の１地方交付税にいくという循環構造を維持した上で地方分権を語るのか、税収そのもの

が道州に何割か、要するに法人税、所得税の３分の１か４分の１は道州に直接いく。もと

もと道州制の議論で、ものすごくわかりやすくいうと、内政的なものはすべて道州である。

したがって、外交、防衛云々というのは、それを支える国税で十分である。内政を支える

国税は道州にいくべきだという形になる。税目の配分を議論しないと、何ら地方分権にな

らないんです。そこのところをはっきりしないで区割りの話をしてもね。 

 要するに、今日言ったのは、経済力は民間の経済力だから無視してもいいぐらいだと思

うんです。むしろ税収と税の支出のところで自立できるかというところが最大のところで、

我々はどちらかというと、江口座長の大きな哲学の権限分割の話と、それと対応した税源

の配分の話と、それを前提にすれば東京は独立しないと難しいよねという話になるんです。

今の税源、税目だったら分権とは全く関係ないんじゃないかと思うんですけれども、そこ

までいかないでしょう。 

○杉本内閣参事官 それを８月、９月の前半ぐらいでワーキンググループで皆さんお話し

合いされようということのようですけれども、ただ、国と地方の役割分担のところと、そ

れからあと、やはり税財政のほうからいうと、区割りがどの程度の規模のものになるのか

というようなこともわからないと、なかなか定量的な検証ができないわねという議論もあ

りまして…… 

○矢田委員長 どっちかというと順序は税源、税目、要するに順序は権限ですよね、国と

道州と市町村の。それで、それを支えるだけの、恐らく国民から税収を上げるという話は

ちょっと置いておいて、消費税を上げるかどうかは置いておいて、今の税収を３つの組織

にどう分割するか。それがあれば区割りというのは計算は難しくない。要するにデータが

あればね。区割りからの税目の議論はないと思いますよ。だから、区割りは従属変数でい

くと一番最後のところだと思うんですよ。だから、そこのところを我々の結論待ちなんて

言われたら困るということじゃないですか。 

○杉本内閣参事官 そこは、こちらの結論待ちをされているのかどうかが私、黒川委員長

ともそういうご相談をまだしておりませんのでわかりませんが、どちらかというと今の段

階、ビジョンの段階でどこまで結論が出せるのかなというのはおっしゃるように具体性が

ない前提で今やっていますので、よくわからないなというのが今の段階で、少しちょっと

シミュレーションをやってみましょうかというのがこの間出たお話でございます。 
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○矢田委員長 そこはどうなんですか、座長、その辺は税源、税目までに手を突っ込む前

提なんですか。 

○江口座長 税源、税目まで手を突っ込むかどうかということは、今参事官のほうから話

がありましたように、今、税財政委員会のほうで２つあると。それの調整ということで今

度この計画、予定以外にそういう会合を持って詰めていこうということになっていくわけ

ですから、右になるか左になるかはまだわかりませんが、今日、矢田委員長が言われたこ

とはまことにごもっともというか、それはおっしゃるとおりだというふうに思いますので、

参事官のほうは参事官の考え方があるかもしれませんけれども、今お聞きしましたんで、

私座長の立場として、黒川委員長には、矢田委員長がこういうふうな発言をされていたと

いうことをお伝えすると。それでもって税財政の検討を進めていただくというようなこと

でちょっと対応してみたいというふうに思っています。 

○矢田委員長 議論の仕方について意見ありますか。 

○田村委員 ちょっと今の話とは別なんですが、次回、全般的検討ということで、以前、

金井委員からも話があったと思うんですが、区割りの手続のところについても少し議論し

たほうがいいのかなと。ここで全部固まらない、あるいは固めるべきではないと思います

が、住民とかいろいろな各種団体等々の意向のあり方とか、もちろん、完全に住民のいう

とおりにやるべきものとは思いませんが、そういうところについてもやはり民主制の担保、

要は市町村合併を見ても、そういうところをうまくやらなかったところは結構後からもめ

たりありますんで、そういう手続面のところも少し議論したほうがいいのではないかなと

思っております。 

○矢田委員長 それは意見を皆さんから聞いて、きちんと幾つかのやり方について列記す

ることは可能だと思っています。 

 ほかにいかがですか。 

○長谷川委員 今の税目の話、私もとても大事だと思っていて、それがない限りは話は進

まないと思うので、ぜひこの税財政委員会のところでは詰めて、とりわけ消費税の扱いに

ついては詰めていただきたいなと。消費税、消費税、社会保障目的税かという話が出てい

ますけれども、この間、地方消費税の話は余り詰まっていないような感じがしますから、

その辺はぜひお願いしたいと思います。 

○矢田委員長 九州でたたき台は古川佐賀県知事がつくって、みんなで激論した。一番難

しいのは社会保障分野なんです。生活保護と年金と医療保険。これをブロックごとに自立

的にやったら、移動した段階で年金が減ったとかいうことになる。ですから、年金は国家

が保障するんじゃないのという話になる。厚生労働省の社会保障事業はすべて国の権限に

なる。そうなると、一体内政を分権化するというのはどういう意味かというところでほぼ

３カ月ぐらい議論しました。 

 生活保護は物価指数が違うから、ちゃんと財源を確保すればそんなに生活保護者は長期

移動するケースはない。むしろ年金は企業間の本支店間移動とか激しいんで、年金は基本
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的に国の仕事じゃないのという話です。いろいろな医療保険は今検討中だからペンディン

グ。要するにかなり流動的なんでということです。やはりその財源として消費税をどうす

るかという話も入ってくる。相当政策的なしっかりした姿勢で上からこないと、我々は別

に定性的でこっちがしっかりすればあとは足し算して、さっきのジニ係数はじいて、北海

道と沖縄を別にすればできるだけ均衡するような分割はいかがなものかという議論はでき

ると思うんです。税源のところがはっきりしないと、定性的な意見でこういうふうに考慮

してくださいとか手続をこうしましょうという話は書けますけれども、要するに東京の扱

いとか難しい話は一切できませんということですよね。 

○長谷川委員 それと付言すれば、地方消費税の扱いを書き込んだとして、果たして地方

消費税を道州の区別で水準を変えることが可能なのかどうか。つまり、北海道は地方消費

税３％、南関東は５％なんていうことができるのかできないのか。ここは議論があって、

公共措置が必要じゃないか、だからできないんだという議論もあるし、いやできるという

議論もあるので、その辺もちょっと論点を整理してもらいたいなと思います。 

○矢田委員長 できるできないはいいけれども、少なくとも移行時においては税目と税率

は差をつけないではじくと。あとは安定した権力ができたときにそれなりの税制の自由化

というところはあるかもしれませんけれども、余り試算で税目と税率を変えていたんでは

無限な可能性が出てきて議論にならないんです。 

○加藤委員 税金をやっていらっしゃる方にとっては常識なので、私が言うようなことじ

ゃないと思うんですけれども、付加価値税を地方レベルにしている国はありません。州レ

ベルで消費税に見えるようなのは、あれは単段階の課税で、付加価値でやっているのは国

のレベルでやっていまして、日本だと地方消費税の議論と消費税の目的税化の議論が出て

きて、こういうごちゃごちゃの話になっていますけれども、そこは分けて考えないと。 

 それと、もっと言いますと、これも当たり前ですけれども、年金制度を地方分権でやっ

ているところはないです。健康保険、医療保険になりますと、病院でサービスを供給する

という原則でやっているところは病院をつくるということでやっているんであって、いわ

ゆる社会保険料を払ってそれで診療報酬をあちこちで払うというような仕組みですとやは

り中央集権的な市でやるというので、もしそんな議論が出ているとしたらちょっと問題で

はないかと。 

○矢田委員長 出ているというか、議論が出ること自体は許されるんですよ。そういう変

な結論にしないというだけの話で。原則、江口理論でいうと、内政は道州で、それ以外の

一国の防衛、外交はといったときに、そこが一番はざまで、そう簡単じゃないよという議

論になってくるわけです。要するに、いろいろな省庁があるけれども、大体これは道州で

という話ですから、やはり社会保障は国民に等しくという話になってきます。憲法23条

というのは。年金も入るんですか。 

○加藤委員 実際に象徴的に生存権を守るという話と、実際に高齢者の年金とか年金制度

とはちょっと別です。生活保護というのは、やはりサービスとして供給するというので地
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域に根づいたものですけれども、年金というと全体はやはり国のレベルでまとめるという

のが普通だと思います。 

○矢田委員長 そこまでかなり詰めた議論をここでしたいですけれどもね、本当は。 

○長谷川委員 新聞記事なんかだと、つい二、三日前だけど、どこかの人が専門家だった

と思うけれども、地方消費税３％を５％と変えてもいいみたいなことが堂々と載っている

んですよね。本当にそんなことできるのと私は思うけれども、そのぐらいまだ論点が整理

されていないんだということだと思います。 

○矢田委員長 どうぞ。 

○林委員 税金の話なので。消費税は、結局どう帰属させるかという話なので、地域ごと

にどう帰属させるかという話なので、それは多分区割りとかの後に出てきます。今言われ

たのは、国と州と基礎自治体がどう税源を分けるかですよね。その段階ではまず税率云々

というのはちょっと別です。地方消費税の税率を地域間で変えるとしたら、結局今言われ

たようにこれは付加価値税なので、何で清算するかとか帰属させるかという点についてい

ろいろ考えなければならないと思います。それはもしかしたら税財源のほうで出てくるか

もしれません。 

○江口座長 国民の生活保障、サービス、年金は国の役割ということでという方向で私の

ほうも進めているんですけれども。ですから、年金を各道州に回すとかということは考え

ていない。 

○矢田委員長 ただ、各省別の使っているお金を考えると厚生労働省の予算部分が多いん

ですよね。だから、相当部分中央に残るんです。道州制といったって。本当に地方にいく

部分というのは少なくなってきます。国土交通省かな。その辺の文部科学省。こういうと

ころは分権化だけが意味をもつ。 

 ほかになければ、もっと早く期待をして、30分前に終わるといったんですが、10分前

ですけれども、終わりたいと思います。政治状況と親委員会の動向を見ながら、走るとき

は一気に走りますんで、よろしくお願いします。 

 それでは、どうもありがとうございました。 

 

午後４時４８分 閉会 

 

 


